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○令和４年度の事業評価・提案会について
市が実施している事業について、学識経験者や市民など行政外部の視点から評価や提言を伺うことにより、評価の客観性・
公平性・信頼性を高め、事業を効率的かつ合理的に実施できるように改善し、今後の事業推進の参考とするため、事業評価・
提案会を実施する。
今年度は、設定テーマに対して、評価人と参加職員の双方向の議論を通じて課題解決に向けた意見出しの上、総括を図る。

■今年度のテーマ
①本市のプロモーション戦略の課題と提案
②来年度以降に進めるDX事業（共用空間データ）の取組への提案

○評価人（敬称略）
・高橋 洋 （都留文科大学地域社会学科教授） ※コーディネーター
・一井 暁子（一般社団法人つながる地域づくり研究所 代表理事）
・角田 雅信（㈱ニコン日総プライム営業部 事務総括兼官民共創コーディネーター）
・下山 紗代子（一般社団法人リンクデータ 代表理事）
・伊藤 瑠依（市民評価人）

①本市のプロモーション戦略の課題と提案
参加職員
・産業課 鈴木リーダー（相川補佐）
・市民課 赤澤主任
・健康子育て課 布施リーダー
・総務課 河野リーダー

②来年度以降に進めるDX事業（共用空間
データ）の取組への提案 参加職員

・企画課 秦補佐
・企画課 横田リーダー
・企画課 野﨑主任



①本市のプロモーション戦略の課題と提案 ○議論を通じた提言や方向性

・住民の情報ニーズを把握し整理する。
・・・グーグルアナリティクス等、既存プラットフォームを活用しデータ分析
・・・情報発信で「できていない」ことだけでなく「できている＝目標に近づいて
いる」ことを見える化すること＝モチベーションを維持すること

・ターゲットの個別具体化（ペルソナの設定）／セグメンテー
ションの実施
・・・より具体的に、わかりやすく情報発信の相手方を設定する。どうしても
公平性を重視しがち。また１回で伝えがち。平均値だけでは、結局情報が
届いていないことも
・・・いくつかのパターンを設けて検証
・・・防災では、「災害が発生し学校から帰れない子供に効果的な情報発
信は？」等、対象者の分類化や想定事例を肉付けする
・・・４C分析、４P分析等の手段を活用

・既存のプラットフォームを有効活用する。ツールに合わせて
各種の情報発信を実施
・・・別紙：評価人紹介事例を参考

・視覚的な情報の伝え方
・・・画像を９割、文字最小限、効果的・共通性のあるフレーズ、防災等の
行動伝達のためにはピクトグラムなどイメージしやすいものを活用

・タイトルの工夫 （・・・について撲滅・・・）

・ナッジ理論に基づく周知
・・・特定健診などに来てもらうのであれば、具体的なメリットの提示や「受
けてくださいではなく受けることが前提の通知」等、行動に促す

・他自治体の成功事例等の活用

▶情報を効
果的に相手
に届かせる手
段は？

・広く発信した
ままでいいの
か？

・情報発信を
シビックプライ
ドの醸成につ
なげるには？

・特定健診等、
限定的な対
象者への効
果的な情報
発信は？

・防災等のた
め、情報発信
によって市民
の行動変革
はできるのか。

・上手にSNS
を活用してい
くためには？

・全庁的な戦
略、組織的
な課題など

○手段・方法 ○戦略等

▶情報発信は、市役所と市民（他）の双方向のコミュニケーション

・広報部局の充実化・整理
・・・トップダウンで変えること。全庁的に広報が重要であ
るという流れをつくること、また、各課に横ぐしを刺し連携
体制を構築すること等は課のトップでないとできない領
域がある
・・・広報課等にすることで組織として期待を醸成できる
・・・目的によって何ができるか棚卸も必要
・・・外部人材や企業などを有効的に活用することも大
切

・広報部局への集約化・支援体制の構築
・・・具体的な戦略や活用のルールなどを作って戦略的に
行っていく
・・・各課のアンケートデータやその他情報を広報部局が
一元的に拾い上げ分析
・・・広報部局がリーダーシップを担っていく／広報部局
が各課をサポートする体制の構築
・・・外部団体、観光ボランティアなど都留市のファン等を
通じた発信

・少しでも「できることから」実践
・・・「大きな戦略を練る」、となると構えてしまうこともあ
るため、そのため、「どこか一つに絞って」等、スモールス
タートで実施を行う・具体的に効果的になる部分を探っ
ていくことが大切
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②来年度以降に進めるDX事業（共用空間データ）の取組への提案 ○議論を通じた提言や方向性

・現在仕組み
を構築してい
るが、構築後、
外だしする際
の戦略がない。
どのように有
効活用を図っ
ていくか

・●●地区で
クマが出ました、
と防災無線で
流れても、そ
もそも地区の
場所が学生
はわからない

・市民ニーズ
が分からない

・都留文科大
学のフィールド
ノートなどを有
効活用したい

・埋蔵文化財
の問い合わせ
などに際して
有効活用⇒
業務効率化
につながるか

・市民や事業者がアクセスしやすい窓口の整
備
・・・データ活用をするうえで、そのデータを入手しや
すい仕組みなどは重要、LINEなどを有効活用でき
ることが望ましい

・現在すでにあるオープンデータを活用できるよ
うに整備
・・・すでに整備されているが閲覧などしかできない
データを活用できるように整備

・市民や外部が参加しさらに盛り上げるオープ
ンデータの仕組み
・・・桜の場所発見、文化財発見、のように市民が
自分で撮った写真や地図をアップして他の市民も
活用できる仕組みなど 学びに活用できる仕組みも
面白い
・・・災害時に他の地域が協力するため誰もが編集
でき、更新しながら、最新情報をデータに落とし込
める仕組みなど、外部の人々が手を加えられる仕
組みも重要では

・他自治体の成功事例等の活用

▶オープンデータの活用は、まだまだ方向性が定まっていない現状
・庁内において有効活用できる体制／職員の業務効率化につながる仕組み／公共財としての活用から将来的な検討
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・職員が使えないのは市民も使えない まずは
庁内職員が有効活用できる体制整備
・・・別紙：評価人紹介事例を参考
・・・職員の育成や庁内での効果検証など「内部活
用」に注力し、職員誰もがその価値を共有してから
外にオープンにしていくことが大切では

・役立たせることも大事だが……
・・・まだ仕組みができていないこともあり、どのよう
に有効活用できるか、トライ＆エラーが必要である
し、何かに役立たせる以前に、オープンデータを「公
共財」としてセットしておくことも重要

○手段・方法 ○戦略等
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R4：

事業評価・提案会

の答申内容について、

各課で活用（現状

把握等）

R5①：

企画課より各課へ

現状確認

（ヒアリング・アンケート

等）

R5②：

現状の変化や次なる改善

点について、企画課から各

課へ情報共有

⇒次年度へ

○来年度以降の効果検証について（予定）

・令和３年度までは各課事業を効果検証事項とし、各課に次年度の方向性や検証を求めていたが、今年度より全庁的な
テーマにおいて議論を深めることとしたため（特に①のテーマ）、個別の効果検証は行わない。
・来年度の効果検証にあたっては、広報部局や今回参加職員への個別ヒアリングや全庁的なアンケートを以って、「現時点で
改善されたこと」「実現されたこと」「さらなる課題」や、「変わっていないこと（なぜ変わらないか）」など、意見収集を図り、
さらなる改善方法を検討することに活用していく。
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令和４年度「事業評価・提案会」
評価人紹介事例



○マイ広報誌 https://mykoho.jp/

○写真のオープンデータ化：OpenPhoto https://openphoto.jp/

既存プラットフォームの有効活用

・広報誌を記事ごとにデータ化しイン
ターネットで無料配信するサービス
・PC、スマホなどからの利用が可能
・利用料や費用負担はなし（団体・
企業による協賛金、連携サービスを
提供する団体・企業の利用負担金
で運営）
・市町村別に検索が可能。山梨県
内では14団体が本プラットフォームを
利用（2022.10現在）

・専用フォームから写真をアップロード、
写真の年表化、地図データ（グーグ
ルマップ）へのマッピングも可能。キー
ワード検索、年代検索、地図検索も
可能。
・表示形式はタイル表示、地図表示、
年代表示、写真詳細表示。
・CSVによる一括での写真登録
・現在の機能の範囲での利用であれ
ば継続的な無償利用が可能（新
規リリース等は有料の可能性あり）
・各自治体のフォトギャラリーや活用
事例インタビューを掲載。

■評価人紹介事例
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○自治体・健診機関向け 「ナッジ理論」の受診勧奨資材を公開 https://www.jcancer.jp/news/11947

○明日から使えるナッジ理論 https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000506623.pdf

ナッジを活用した周知方法

・厚生労働省では「明日から使える
ナッジ理論」と題して、がん検診の受
診率向上ハンドブックを公開。

■評価人紹介事例
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○発災時の電話とデジタルを利用した情報共有方法 https://www.betrend.com/casestudy/kanazawaku-137/

○ひぐまっぷ https://higumap.info/recent

○横浜市金沢区の事例
・インターネットに頼らない「電話」を有
効活用したシステム。
・管理画面で入力したテキストメッ
セージを音声に変えて送ったり、電話
機のボタン操作で質問に回答できる
ことで、ネット環境なくデジタル記録や
即時性の高いコミュニケーションが図
れる仕組み。
・電話に出られなかった場合、折り返
すことで情報を聴くことが可能。
・将来的には、住民側が電話をかけ
ることで自分の地区が避難対象に
なっているか確認できる仕組みを検
討。

・道立総合機構の支援の元、ウェブ
システム会社が開発・運営
・日時、場所、個体数、ふんや足跡
等の痕跡データを入れると地図上に
表示。
・自治体が設定することでHPでも公
開可能
・使用料は発生
・現在は北海道内の自治体が活用。

危機管理の情報システム ■評価人紹介事例
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○「神戸データラウンジ」における行政データの利活用
https://www.city.kobe.lg.jp/a47946/shise/kekaku/kikakuchosekyoku/ebpm/ebpm.html

○日本のオープンデータ取組自治体
https://public.tableau.com/app/profile/sayoko.shimoyama.linkdata/viz/5946/sheet0

共用空間データの庁内活用

・データ分析をDIYで実施。内部人
材による行政データの利活用を推進
する取組として、行政データや公的
統計データをBIツールなどで分析、可
視化し、ダッシュボード等を全庁で共
有する仕組みを構築（神奈川デー
タラウンジ）
・グループウェア（desknet’s）上に
庁内共有用ダッシュボードのページに
アクセスできるリンクを作成し、職員で
あればだれでも容易にオープンデータ
の利用が可能。

・全国でのオープンデータ状況を確認
できる。
・静岡市ではオープンデータ活用に
よって情報公開請求が減少。鯖江
市では市民の意見項目をあらかじめ
オープンデータで公開、等。

■評価人紹介事例
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